
インパクト

インプット
（資源）

アクティビティ（活動内容） 中期アウトカム
（成果目標）

初期アウトカム
（成果目標）アウトプット（活動目標）

Ｒ4年度予算額
178,230千円 (1) SFTコンソーシアムのネットワーク継続・発

展（89,000千円）
SFT事業を通じて構築したネットワークを維持・発展さ
せるため、国内会員/一般向けのプラットフォームを更
に充実させるとともに、国際スポーツ界等への成果発
信を通じて対外的な日本のプレゼンスの向上を図る

SFTコンソーシアム事務局を
中心とした会員ネットワークの
発展

リーディング事業を通じたス
ポーツ国際交流・協力の推
進

SFTコンソーシアム会員
による実施事業の増
加

(2) 官民連携によるスポーツ国際協力の取
組を先導する、日本の強みを活かしたリー
ディング事業の実施（86,000千円）
①スポーツを通じたパートナーシップ推進事業、②スポー
ツを通じたジェンダー平等推進事業、③スポーツを通じ
た共生社会推進事業、④オリパラレガシー還元事業
（国内人材の育成など）
※来年度以降は事業の在り方・内容を再設計

長期アウトカム
（成果目標）

・本事業終了後に継
続的な国際協力事
業が自発的に実施さ
れる環境が整備され
る

・事業を通じた対象
国（関係者）の日
本に対する国際的信
頼度が維持される

KPI
①

1) スポーツを通じた国際交流・協力の促進による我が国の国際的プレゼンス向上
2) スポーツを通じたSDGs達成への日本からの貢献

課題

現状 SFT事業は、東京大会に向けた国際公約として世界の国々に対して国際協力事業を実施し、スポーツの価値を広めた（実施：
204か国・地域、裨益者：約1,300万人）。 また、官民の連携協力によりスポーツを通じて日本の存在感を世界に示した。

SFT事業の下で構築された官民連携体制を東京大会の終了をもって終わらせず、ネットワークや経験・ノウハウを引き続き活用し、
東京大会のレガシーとして継承していくことが重要。また、その際、国際的な課題である持続可能な開発目標 (SDGs)に調和した
事業を実施することに留意し、SDGsの達成への貢献にも寄与していくことが求められる。さらに自立的・自発的な官民連携体制
を維持することが求められる。

SFT事業を通じて培われた官民ネットワークの活用等により、世界中の国々の 700 万人の人々への裨益等を通じて、スポーツを
通じた国際協力による存在感の発揮やSDGsの達成に貢献する。また、本事業を通じて自立的・自発的な官民連携体制の基盤
を整備し、最終的には継続して運営されることを目指す。

本事業
の目的

「ポストスポーツ・フォー・トゥモロー推進事業」ロジックモデル

関連施策
・第３期スポーツ基
本計画
(R4/3/25策定)
・自民党スポーツ立
国調査会決議
（R3/12/8策定）
・経済財政運営と
改革の基本方針
2021（骨太方針
2021）
（R3/6/18策定）
・SDGsアクションプラ
ン(R3/12策定)

測定指標と年間見込み目標値

SFTコンソーシアムの新規会員数（30団体/年）
ポストSFT事業実施により交流した国・地域数（累計、14か国/年）
ポストSFT事業実施による裨益者数（累積、 140万人/年）
SFTリーディング事業参画団体数（15団体/年）
SFTコンソーシアム会員が実施する事業の数（500 件/年）※SFTからの累計で5年後に1万件
各当該分野（課題）における阻害要因を関係機関・関係国と協議の上で設定した具体的
な成果目標に対する指標

SFTコンソーシアム会員数：459団体

SFTによる成果

ポストSFT事業による裨益数
（国・地域数、人数）の増
加 KPI

③

KPI
④

多様な財源を使って、
事業を継続的に実施
していく団体数の増加

KPI
②

今後の動き 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

SFT事業

ポストSFT事業

各団体による自発的な
国際貢献事業の継続

第2期スポーツ基本計画⇒ ⇐⇐⇐ 第3期スポーツ基本計画⇒⇒⇒ SDGs目標年限2030⇒

SDGs達成に向けた行動の10年

JSC に委託して実施

KPI①

KPI④
KPI③
KPI②

KPI⑤
KPI⑥

KPI
⑤

・各該当分野（課題）
における阻害要因を関
係機関・関係国と協議
の上で具体的な成果目
標を適切に設定

KPI
⑥

来年度以降の事業内容については、団体の自走化に向けた
取り組みのプロセスを評価できる指標を設けるなど再設計する
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